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第１部

業務改⾰と財源調達

第４回-2



第１部 ⽬次

１ 業務改⾰と財源調達
（１）⽔道局の主な業務
（２）平成13年度（前回）料⾦改定での附帯意⾒
（３）職員数削減・委託化の推進
（４）企業債償還⽅法の⾒直しによる⽀払利息等の削減
（５）施設管理の効率化（川井浄⽔場再整備）
（６）組織の簡素化
（７）⽔道局資産の有効活⽤
（８）横浜ウォーター（株）の役割と⽔道局への還元
（９）料⾦減免制度（福祉措置）の拡充
（10）国庫補助対象事業の拡充に関する国への要望
（11）将来に向けた業務改⾰・経費節減の取組
（12）ICTの活⽤による業務効率化とサービス向上に向けた取組
（13）今後の取組の⽅向性（まとめ）
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１ －（１） ⽔道局の主な業務

⽔道局の主な業務
⽔道メーター検針

１２

３

４

５

６
間伐などの

⽔源林の保全安全で良質な⽔にす
るための浄⽔処理や
⽔質管理

⽼朽化した⽔道施設（浄⽔場・配⽔池）
の更新や耐震化

地震に強い
⽔道管への
取り替え

災害時の応急給⽔体制の充実

漏⽔調査
・修理

国際貢献８ 第４回-4

７



• 平成13年度の料⾦改定では、今後、⽔道局が努⼒するべき課題として、
次の事項の附帯意⾒が市会で採択されました。

１ －（２）平成13年度（前回）料⾦改定での附帯意⾒

附帯意⾒の概要

１ 事務事業の効率化
・職員定数の削減
・施設管理の効率化
・ＩＴ⾰命に対応した効率化 等

２ メータ⼀検針業務の⺠間委託化

３ 料⾦減免制度（福祉措置）の拡充
・精神障害者世帯 等

４ 国庫補助対象事業の拡充に関する
国への要望
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※１ 職員数は、条例定数（平成26年度から再任⽤を含む（嘱託員は除く））に、⽔道事業管理者を加えた⼈数。
※２ ⼈件費は、⽔道事業会計における収益的⽀出分で平成23年度までは嘱託員報酬費を含まない。

１ －（３）職員数削減・委託化の推進

• ⽔道局では業務の⺠間委託等により職員数※１を、平成13年度2,498⼈から
28年度には1,627⼈（△約900⼈）に削減しました。

平成13年度以降の主な業務委託

電話受付業務
（H14〜）

メーター検針業務（H16〜）
料⾦整理業務（H20〜）

満期メーター交換業務
（H15〜）

漏⽔調査業務
（H16〜）

• ⼈件費※２は約130億円の減、委託料は約30億円の増により、差し引き
約100億円の費⽤を削減しました。

職員数、⼈件費及び委託料の推移⼈件費、
委託料

（億円）
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（⼈）
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278億円

172億円
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• 平成22年度から24年度までに約108億円の企業債の繰上償還を実施し、
５％以上の⾼利率の企業債は平成24年度で償還を終了しました。⽀払
利息の削減効果額は累積で約28億円となっています。

• 平成29年度には、⽀払利息等の削減や元⾦償還額の平準化を図るため、
企業債発⾏条件を⾒直し、借⼊期間の⻑期化を推進しています。⽀払
利息等の削減効果額は年間約2,000万円となっています。

１ －（４）企業債※償還⽅法の⾒直しによる⽀払利息等の削減

※ 企業債とは、地⽅公共団体の⾏う企業（公営企業）が国や政府系⾦融機関、⺠間の銀⾏などから
資⾦の借⼊れを⾏うことによって負担する⼀会計年度を超える⻑期にわたる債務。（＝借⼊⾦）

36.3%

56.6%

49.4%

40.1%

7.1%

3.3%

7.2%

0% 50% 100%

平成21年度末残⾼

1,958億円

平成29年度末残⾼

1,562億円

〜1.9％ 2.0％〜3.9％
4.0％〜4.9％ 5.0％〜8.0％

10年

30〜40年

企業債発⾏条件の⾒直し

⻑期化

年利率別企業債残⾼の構成割合

満期⼀括償還

定時償還

元⾦償還額
の平準化

借⼊期間 償還⽅法
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１ －（５）施設管理の効率化（川井浄⽔場再整備）

第４回-8

• ⺠間事業者が持つ技術・ノウハウ、資⾦を活⽤したPFI⽅式※１の導⼊。
• ⺠間事業者が施設を建設後、公共に譲渡した上で施設の運転管理を⾏う

BTO⽅式※２を、当時、補助⾦が交付されることもあり採⽤しました。
（契約⾦額約277億円、平成21年度からの事業期間25年間）

• 浄⽔場全体の更新と運転管理をPFI⽅式で実施した国内で初の事例です。
• 従来⽅式と⽐較しPFI⽅式が総事業費をどれだけ削減できるかを⽰す

割合であるVFMは６％（現在価値に置き換えて約11億円の事業費削減）。
⾃然エネルギーを利⽤した膜ろ過施設

セラミック膜

清浄な道志川

膜ろ過装置 配⽔池

上流からの⽔位差を
利⽤（11.5ｍ）

※１ 「PFI（Private Finance Initiative︓プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）」とは、公共施設等の
建設、維持管理、運営等を⺠間の資⾦、経営能⼒及び技術的能⼒を活⽤して⾏う⼿法。

※２ ⺠間事業者が施設整備した後、所有権を地⽅公共団体に移転し、⺠間事業者が施設の運転管理を⾏う⽅式。



・平成７年度に営業所18部署と配⽔管理所４部署の計22部署であった料⾦・⼯事
部⾨の組織体制は、18年度と28年度に組織再編を実施し、現在では11部署と
なっています。

・組織の簡素化により業務の効率化、災害時の対応⼒の強化、庁舎関連経費を
年間約9,000万円※削減しました。

営業部

配⽔管理所
（４部署）

配⽔部

給⽔部

お客さまサービス
推進部
地域

サービス
センター

（９部署）

⼯事課
（２部署）

配⽔管理課
（２部署）

配⽔部

給⽔サービス部

⽔道事務所
（７部署）

＜平成７年度＞22部署

⼯事課
（４部署）

営業所
（18部署）

給⽔維持課
（８部署）

料⾦・⼯事部⾨の組織の変遷

１ －（６）組織の簡素化

＜平成28年度＞11部署

組織再編

⼯事業務の
⼀元化

集約
地域のお客さまに
関連が深い業務を
⼀元管理

専⾨的な知識や経験
が必要な業務を集約

⽼朽管更新の設計・
⼯事監督業務を広域
的に管理

＜平成18年度＞21部署

組織再編

第４回-9※ 平成18年度と28年度の組織再編後の⽐較
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売却 事業⽤定期借地権等（⻑期） ⽬的外使⽤許可等（短期） その他

事業所跡地の活⽤事例
(コンビニエンスストア）

１ －（７）⽔道局資産の有効活⽤

• ⽔道局保有の施設等⽤地205haのうち、活⽤が可能な⽤地は8haです。
（うち事業所跡地など4ha、配⽔池上部など稼働中の施設4ha）。
• 資産の有効活⽤により、平成28年度から31(2019)年度の4年間で16億円の

貸付、売却等の収⼊を⾒込んでいます。

配⽔池上部の活⽤事例
(テニスコート）

資産の活⽤事例貸付、売却等収⼊の実績と⾒込み
４年間で16億円の収⼊⾒込み

（⾒込）（⾒込）

（百万円）
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１ －（８）横浜ウォーター（株）の役割と⽔道局への還元

• 横浜ウォーター（株）は、横浜市⽔道局の有する技術⼒・ノウハウ等を活⽤
し、ビジネス展開を図る新会社として、平成22年に⽔道局100％出資で設⽴
されました。

• 横浜ウォーター（株）から⽔道局への還元内容としては、国内外で得られた
新たなノウハウの共有による局の技術⼒向上や、給⽔装置⼯事審査等業務の
受託等による局業務の効率化、局の⼈材、施設提供等に対する対価、配当等
があります。

• ８期連続で⿊字を計上し、平成29年度には1,000万円の配当がありました。

※ 横浜ウォーター（株）ホームページより抜粋

事業スキーム※

第４回-11



１ －（９）料⾦減免制度（福祉措置）の拡充

• 健康福祉局等との調整により、前回料⾦改定を実施した平成13年度から
減免対象を精神障害者世帯等にまで拡充しました。

料⾦改定前後の料⾦減免対象及び⾦額

⾝体障害者世帯

料⾦改定前
（平成12年度分）

料⾦改定後
（平成13年度分）

知的障害者世帯
重複（⾝体）障害者世帯

⾝体障害者世帯
知的障害者世帯

重複（⾝体）障害者世帯

計 504,576千円

特別児童扶養⼿当受給世帯

重複（精神）障害者世帯

計 439,171千円

精神障害者世帯
料⾦減免
対象拡充

第４回-12

他 他



１ －（10）国庫補助対象事業※の拡充に関する国への要望

• 横浜市の独⾃要望や各種団体を通じて、厚⽣労働省などの関係省庁に対し
⽼朽管の更新や基幹施設の改築・改良などへの補助拡充について要望して
おり、新たな補助対象事業の創設や採択基準の緩和等が実現しました。

要望事項 要望主体 要望先 主な拡充等の内容 拡充による
増収額累計

拡
充

管路近代化
（⽼朽管等更新）

の促進
•横浜市 厚⽣

労働省

•給⽔⼈⼝５万⼈以上の事業体に係る採
択基準（⽔道料⾦⽤件）の緩和
（H21）
•更新対象管種の拡充（H21）

24億円

拡
充

⽔道施設の
ライフライン
機能の強化

•横浜市
•公益社団法⼈
⽇本⽔道協会

厚⽣
労働省
ほか

•緊急時⽤連絡管整備における対象事業
の追加等（H15ほか）
•「基幹病院等の給⽔優先度が⾼い施設
への耐震配⽔管整備事業に対する補
助」創設（H17）

34億円

創
設

浄⽔施設・
送⽔施設等
基幹施設の
改築・改良

•⼤都市⽔道事
業管理者会議
•公益社団法⼈
⽇本⽔道協会

厚⽣
労働省
ほか

•「特に耐震化が必要な配⽔池及び浄⽔
場等の補強⼜は改築事業に対する補
助」創設（H19）

18億円

国庫補助対象事業の拡充に関する国への要望事項等

合計76億円
第４回-13※ 要望により拡充された上記の国庫補助事業は、平成27年度から、交付⾦制度に移⾏されました。



１ －（11）将来に向けた業務改⾰・経費節減の取組

・情報システムの最適化や道路内私有管の受贈条件の⾒直しなどを図る予定です。
また、更なる効率化に向け、委託の拡⼤の検討やＩＣＴの有効活⽤を調査して
います。

※ 道路内私有管の受贈︓宅地開発等で⺠間事業者が布設した⽔道管を⽔道局へ無償譲渡すること

将来に向けた業務改⾰・経費節減の取組
• 情報システム機器の仮想化・統合化を⾏う。
• 2023年度以降、年間約5,000万円の削減⾒込み。

• 道路内私有管の受贈を耐震管に限定。
• 2020年度から実施予定。40年後から年間約22億円の削減

⾒込み。

• 今年度中に⽔運⽤や浄⽔場運転管理などの業務について、
AI活⽤に向け中⻑期的なロードマップを作成。

• 2020年度内にモデル地区で運⽤開始予定。

• 今年度から２事業所に委託拡⼤、2019年度から委託済の
２事業所で給⽔装置⼯事の申請受付業務の電⼦化を試⾏。

情報システムの最適化

道路内私有管の
受贈※条件の⾒直し

AI（⼈⼯知能）技術の
活⽤に向けた調査

スマートメーター(⾃動
検針システム)の導⼊

給⽔装置⼯事審査等業務
の委託拡⼤・電⼦化

第４回-14



１ －（12） ICTの活⽤による業務効率化とサービス向上に向けた取組

• 無線通信等を利⽤したスマート⽔道メーターの導⼊により、検針業務の効率化、
需要変動を含めた詳細データの把握・⾒える化などにより利⽤者サービスの向上、
エネルギー使⽤の効率化、管路網管理⽔準の向上など多くの効果が期待されます。

• 横浜市では、スマートメーターのモデル地区での導⼊を2020年度内に予定してい
ます。

スマートメーターのモデル地区での導⼊（概要）

設置場所
「持続可能な住宅地モデルプロ
ジェクト」
（緑区⼗⽇市場町周辺地域）

メーター
設置数 モデル地区の全500⼾程度

運⽤開始 2020年度内

第４回-15



１ －（13）今後の取組の⽅向性（まとめ）

• 料⾦収⼊の減少に対して、これまで職員数の⼤幅⾒直しによる⼈件費の削減等で
対応してきましたが、技術継承や災害対応という観点から、今後も同様に職員数
を削減し続けることは困難な状況です。

• また、施設や管路などの更新需要の増⼤に対応できるよう、公⺠連携⼿法の拡⼤
や局内執⾏体制の構築を図るとともに、⼯事の受け⼿となる事業者の育成をこれ
まで以上に⾏っていく必要があります。

• ⽔道局では、これまでも様々な業務改⾰、財源調達の取組を⾏ってきましたが、
これまでの⼿法にとらわれず、⺠間事業者のアイデアやノウハウ、ICTを積極的
に活⽤して、更なる業務効率化、サービス向上を⽬指し、お客さまのニーズに
沿った経営を⾏っていく必要があります。

現時点で⾏っている公⺠連携・ICTを活⽤した取組の事例
・資産活⽤に関するサウンディング調査
・⻄⾕浄⽔場排⽔処理施設における公⺠連携⼿法導⼊可能性調査
・AI技術の活⽤に向けた調査（再掲）
・スマートメーターのモデル地区での導⼊（再掲）

第４回-16



第２部

更新事業費の⽔準と
企業債活⽤の考え⽅

第４回-17



第２部 ⽬次

１ ⽔需要予測

２ ⽔道事業会計の仕組み

３ 更新事業費の⽔準と企業債活⽤の考え⽅

第４回-18



１ ⽔需要予測

第４回-19



１－（１）⽔需要予測について

• ⽔需要予測とは、有収⽔量等の将来値を推計するものです。推計された有収⽔
量等は、財政収⽀計画や施設整備計画など、⽔道事業経営の根幹をなす各種計
画の基礎データとなります。

• 推計期間は、最新の国勢調査結果(2015年)に基づいた横浜市の⼈⼝推計に合わ
せ、2065年度までの予測としました。また、⽔利⽤実態調査（2017年度）の
結果を活⽤し、本市の実態を反映することで、より信頼性の⾼い⽔需要予測と
しました。

給⽔⼈⼝

有収⽔量

業務⽤使⽤⽔量家事⽤使⽤⽔量

①家事⽤使⽤⽔量
⽔需要予測の推計フロー

⼀⼈⼀⽇当たり
家事⽤使⽤⽔量

［推計］
②業務⽤使⽤⽔量

業種別
業務⽤使⽤⽔量

［推計］
③その他使⽤⽔量

公衆浴場⽤⽔量
その他⽤⽔量

［推計］⽔利⽤実態調査
の結果を活⽤

横浜市の⼈⼝推計
結果を反映

第４回-20



• 横浜市の⼈⼝は、2019年の約373万⼈をピークに、2065年には
約302万⼈まで減少する⾒込みです（中位推計）。

• 年齢区分別にみると、65歳以上の割合が増加し、2065年には⼈⼝の
3分の1強となる⾒込みです。

横浜市⼈⼝の推移と予測

資料︓総務省「国勢調査（各年）」、横浜市政策局政策課「横浜市将来⼈⼝推計」

１－（２）今後の⼈⼝予測

  0
  50

  100
  150
  200
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（万⼈）

14歳以下

15〜64歳

65歳以上
23.4%

64.0%

35.6%

53.7%

10.6%

372.5万⼈

実績←
〜2015

→推計
2016〜

⼈⼝のピーク
2019年 373万⼈

（年度）

2065年
302万⼈
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１－（３）将来世帯数推計（単⾝、2⼈、3⼈、4⼈以上）

• 横浜市の世帯数は、2030年の約170万世帯をピークに、2065年には
約146万世帯まで減少する⾒込みです。

• ピーク後も3⼈以上の世帯が減少する結果、1⼈、2⼈世帯の割合は
増加する⾒込みです。

横浜市世帯構成⼈員の推移と予測

41.5%

31.0%

16.4%

11.2%

26.5%

19.8%

34.9%

資料︓総務省「国勢調査（各年）」、横浜市政策局政策課「横浜市将来⼈⼝推計」を基に試算

38.1%

29.7%

17.5%

14.7%

世帯数のピーク
170万世帯

18.8%

実績 ←
〜2015

→推計
2016〜

（万世帯）

（年）

146万世帯

第４回-22

115万世帯



アンケート調査

【調査概要】
調査⽬的︓家庭での⽔利⽤の実態を調査し、その調査結果を本市の⽔需要の

約８割を占める家事⽤使⽤⽔量の⽔需要予測に活⽤すること

M ⽔道
メーター

浴室
洗濯
洗⾯

トイレ

台所 外⽔栓

蛇⼝での⽔量調査

⽔道メーター、⽤途毎(各蛇⼝)に
調査機器を設置（1世帯あたり3週間）
し、⽤途毎の使⽤⽔量を把握

・世帯の⼈数
・住居形態(⼾建て、マンション)
・節⽔機器の普及状況

(⾵呂・トイレなどの⽤途毎)
など

１－（４）⽔利⽤実態調査の概要

調査対象︓市内の⼀般家庭101世帯（うち有効データ88）
調査期間︓2017年7⽉から2018年2⽉まで
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１－（５）⽔利⽤実態調査の結果

⾵呂
37％
(74L)

トイレ
21％
(42L)

台所
19％
(38L)

洗濯
16％
(33L)

その他
７％
(14L)

合計 201 L/⼈・⽇

・平均世帯⼈数、構成割合 ・⽤途ごとの⽔使⽤割合、使⽤⽔量

【主な調査結果】
アンケート調査 蛇⼝での⽔量調査

・節⽔機器の普及状況
⽤途 調査結果 (参考)カタログ値

トイレ 洗浄⽔量︓7.2 L/回
使⽤年数︓14.6 年

1975年︓20 L/回
2017年︓3.8 L/回

洗濯機 縦型 ︓84%
ドラム型 ︓16%

縦型 ︓11 L/kg
ドラム型︓８L/kg

世帯数 割合 世帯数 割合
１⼈世帯 588,068 35.9% 32 36.4%
２⼈世帯 452,047 27.6% 26 29.5%
３⼈世帯 299,408 18.3% 13 14.8%

４⼈以上世帯 296,282 18.1% 17 19.3%
合計 1,635,805 100% 88 100%

1世帯あたり
平均⼈員

2.24⼈ ― 2.24⼈ ―

世帯⼈数 2015年国勢調査 今回実態調査
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１－（６）⽔需要予測の推計⽅法

【家事⽤⽔量】

過去の⽔量実績と、⽔需要に影響を与える複数の要因（世帯⼈員の変動、
節⽔化の状況、経済状況など）を踏まえ、統計的に推計しました。

⽔利⽤実態調査結果を活⽤
（節⽔機器の普及状況、⽤途ごとの⽔使⽤割合）

【業務⽤⽔量】
業務⽤使⽤者を18業種に分類し、業種ごとに、過去の⽔量実績と、
⽔需要に影響を与える複数の要因（ ⼈⼝変動、事業所数、従業者数、
節⽔化の影響など）を踏まえ、統計的に推計しました。

⼀⼈⼀⽇当たり家事⽤使⽤⽔量
家事⽤⽔量 ＝ ⼀⼈⼀⽇当たり家事⽤使⽤⽔量 × 給⽔⼈⼝

第４回-25

※業務⽤使⽤者18業種⼀覧



１－（７）⽔需要予測の推計結果（まとめ）

• 有収⽔量は減少傾向を⽰し、2017年度に104.2万㎥/⽇だったものが、
2065年度には20.8％減の82.6万㎥ /⽇まで減少する結果となりました。

⼀⽇平均有収⽔量予測結果

0

20

40

60

80

100

120

140

1993 2003 2013 2023 2033 2043 2053 20632065
実績←

〜2017
→推計

2018〜
（年度）

（万㎥/⽇）

2017年度
104.2万㎥/⽇ 2065年度

82.６万㎥/⽇業務⽤使⽤⽔量

家事⽤使⽤⽔量

公衆浴場
その他使⽤⽔量
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２ ⽔道事業会計の仕組み
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２－（１）収益的収⽀と資本的収⽀

• ⽔道事業会計は、収益的収⽀と資本的収⽀で構成されます。
収益的収⽀︓1年間の営業活動等から得られる収益とそのための費⽤
資本的収⽀︓⻑期間に亘り使⽤される⽔道施設等の整備、更新のための

⽀出とその財源である収⼊の状況
• 資⾦収⽀は、収益的収⽀と資本的収⽀の合算により計算されます。
• 資本的収⽀の収⼊不⾜額分は、損益勘定留保資⾦※１で補てんします。

補てん後の残額は累積資⾦残額として蓄積されます。
単年度の資⾦収⽀イメージ

企業債

その他収⼊

損益勘定
留保資⾦

建設改良費

企業債償還⾦

（収⼊）（⽀出）資本的収⽀

その他収⼊

⽔道料⾦収⼊
⽀払利息

⾮現⾦⽀出※２

当年度純利益

（収益）（費⽤）収益的収⽀

⼈件費
物件費

損益勘定
留保資⾦

累積資⾦残額

収入不足分を
補てん

補てん後の残額
（翌年度へ繰越）

※１ 損益勘定留保資⾦︓収益的収⽀における収⼊超過額分で企業内部に留保される資⾦。
※２ ⾮現⾦⽀出︓減価償却費など、実際に現⾦の⽀出を伴わない⽀出。
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２－（２）企業債とは

• 浄⽔場や配⽔池等の⽔道施設は世代を超えて使⽤する施設であるため、
施設の費⽤を現在だけでなく将来の世代も負担（企業債の返済額）する
ことで、世代間の公平性と⽀出の年度間調整を図ることが必要です。

• ⽔道局の現⾏予算の企業債発⾏額は、建設改良費に対して35％程度と
なっています。

企業債

その他収⼊
建設改良費

企業債償還⾦

（収⼊）（⽀出）
資本的収⽀

建設改良費の
35％程度

損益勘定
留保資⾦

第４回-29

概要
⽔道事業を始めとする地⽅公営企業が第
三者から⻑期の資⾦の借り⼊れを⾏い負
担する債務（借⼊⾦）

対象
経費

⽔道事業では、建設改良費等に要する経
費及びそれに付随する経費が対象

充当率 対象経費の100％まで発⾏可能
償還
年数

当該企業債を財源として建設した施設の
耐⽤年数※を超えない範囲

企業債とは

※ 地⽅公営企業法施⾏規則に基づく会計上の耐⽤年数



第4回-30

企業債残⾼及び⽔道料⾦収⼊と建設改良費の推移

２－（３）企業債残⾼の推移

• 企業債残⾼は、ピーク時（2001年度）には2,159億円ありましたが、その後
の徹底した経費削減により、企業債の発⾏を可能な限り抑制し、企業債残⾼
を縮減してきました。

• 現⾏の中期経営計画（2016〜2019年）においても、「企業債残⾼の縮減」
を主要事業として掲げ、推進してきましたが、現在、低⾦利であることも
踏まえ、今後の企業債活⽤の考え⽅を検討する必要が⽣じています。

⽔道料⾦収⼊・
建設改良費
（億円）

企業債残⾼
（億円）

1,000
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2,159億円

1,562億円



２－（４）企業債の発⾏⽔準

• ⽀払利息等の削減や元⾦償還額の平準化を図るため、発⾏条件の⾒直しを
推進しています。この結果、次の指標の経年⽐較では、⼤都市平均より
低い⽔準にあります。

•企業債残⾼の⽔道料⾦収⼊に対する
割合から算出。
•企業債残⾼が⽔道料⾦収⼊の規模に
⾒合っているかを分析する指標。

企業債残⾼
対⽔道料⾦収⼊⽐率

元利償還⾦
対⽔道料⾦収⼊⽐率

•元利償還⾦（元本と利⼦の返済⾦）
の⽔道料⾦収⼊に対する割合から
算出。
•元利償還⾦が⽔道料⾦収⼊の規模に
⾒合っているかを分析する指標。

1⼈当たり
企業債残⾼

•給⽔⼈⼝⼀⼈当たりの企業債
残⾼。
•企業債残⾼が給⽔⼈⼝の規模
に⾒合っているかを分析する
指標。

（円）

0%

10%

20%

30%

2013 2014 2015 2016
⼤都市平均 横浜市

100%

200%

300%

2013 2014 2015 2016
⼤都市平均 横浜市

0

20,000

40,000

60,000

2013 2014 2015 2016
⼤都市平均 横浜市（年度） （年度） （年度）

第４回-31



３ 更新事業費の⽔準と
企業債活⽤の考え⽅
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• 以下の前提条件に従い、第3回審議会でお⽰しした更新事業費の試算に
合わせ、2059年度までの財政収⽀⾒通しを作成しました。

• 作成した財政収⽀⾒通しをもとに、更新事業費の⽔準と企業債の活⽤の
在り⽅を検討します。

３－（１）財政収⽀⾒通しについて ①

前提条件 備考

収
⼊

• ⽔道料⾦収⼊は、横浜市⼈⼝推計・⽔
需要予測に基づき現⾏料⾦体系で推計。

• 企業債は建設改良費の35％を発⾏。
（償還期間︓30年、⾦利︓1.86％）
• 発⾏済みの10年債については2回の借

換を実施。
（償還期間︓10年、⾦利︓0.99％）

• ⼈⼝推計は中位レベルを採⽤。

• 企業債の割合は、現⾏予算と同等。
⾦利は国債及び本市発⾏の市場公
募債（30年・10年）の過去10年
間の平均利率を採⽤。

⽀
出

• 経営努⼒によるコストダウンを⾒込み
試算。

• 施設や管路の更新事業費はパターン
A,Bの2パターンを検討。

• コストダウンの内容は第１部参照。

財政収⽀⾒通し作成の前提条件
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• 更新事業費は施設のダウンサイジング・統廃合を反映しています。
• また、第1部でご紹介した業務改⾰・財源調達の取組で⽣じるコストダウンや

収⼊を⾒込みました。

取組内容 対象経費等 効果額

情報システムの最適化 PCリース料等 2023年度以降
年間5,000万円の削減

企業債の繰上償還による効果 ⽀払利息 2017〜2021年度
年間7,400万円の削減

企業債発⾏条件の⾒直し ⽀払利息、企業
債発⾏⼿数料等

2017年度以降
年間2,000万円の削減

⽔道局資産の有効活⽤ 貸付・売却等
収⼊

2018年度以降
年間４億円（⾒込み）

コストダウン・財源調達として⾒込んだ主な取組

３－（１）財政収⽀⾒通しについて ②
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３－（２）更新事業費パターンA 単年度損益※及び資⾦収⽀の推移

• 単年度損益は2028年度から⾚字に転じる⾒込み。
• 資⾦収⽀は2022年度から⾚字に転じる⾒込み。

単年度損益の推移 資⾦収⽀の推移
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※ 単年度損益︓収益的収⽀における純利益及び損失。



３－（３）更新事業費パターンA 40年間の資⾦不⾜額

• 40年間の資⾦不⾜額は4,656億円であり、⽔道料⾦収⼊（２兆3,006億円）
に対する割合は、20.2%となる⾒込みです。

40年間の収⽀合計額（億円）

企業債
3,748

その他収⼊700

資⾦不⾜額
4,656

建設改良費
13,131

企業債償還⾦
3,886

（収⼊）（⽀出）
資本的収⽀

その他収⼊
4,116

⽔道料⾦収⼊
23,006

⽀払利息 986

⾮現⾦⽀出
11,709 純損失

4,820

（収益）（費⽤）
収益的収⽀

⼈件費
物件費
19,247 損益勘定

留保資⾦
7,913

第４回-36

資⾦不⾜額の
⽔道料⾦収⼊に

対する割合
20.2％



３－（４）更新事業費パターンB 単年度損益及び資⾦収⽀の推移

• 単年度損益は2028年度から⾚字に転じる⾒込み。
• 資⾦収⽀は2023年度から⾚字に転じる⾒込み。

第４回-37

単年度損益の推移 資⾦収⽀の推移
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40年間の収⽀合計額（億円）

企業債
3,545

その他収⼊658

資⾦不⾜額
4,042

建設改良費
12,376

企業債償還⾦
3,761

（収⼊）（⽀出）
資本的収⽀

その他収⼊
4,116

⽔道料⾦収⼊
23,006

⽀払利息 943

⾮現⾦⽀出
11,397 純損失

4,465

（収益）（費⽤）
収益的収⽀

⼈件費
物件費
19,247 損益勘定

留保資⾦
7,892

第４回-38

資⾦不⾜額の
⽔道料⾦収⼊に

対する割合
17.6％

３－（５）更新事業費パターンB 40年間の資⾦不⾜額

• 40年間の資⾦不⾜額は4,042億円であり、⽔道料⾦収⼊（２兆3,006億円）
に対する割合は、17.6%となる⾒込みです。



３－（６）各パターンにおける財政収⽀⾒通し（まとめ）

• 単年度損益は、いずれのパターンでも2028年度に⾚字が発⽣する⾒込み
となっています。

• 資⾦収⽀は、パターンAでは2022年度、パターンBでは2023年度に⾚字が
発⽣し、その結果、2059年度末の資⾦不⾜額はパターンAで4,656億円、
パターンBで4,042億円となる⾒込みとなっています。

• 発⽣する資⾦不⾜額へどのように対応するかが課題となります。

パターンA パターンB 参 考

単年度損益 2028年度より
⾚字化

2028年度より
⾚字化

1997年度以降は⿊字
（2014年度除く）

資⾦収⽀ 2022年度より
⾚字化

2023年度より
⾚字化

2004年度以降は
⿊字

資⾦不⾜額
（2059年度末） ▲4,656億円 ▲4,042億円

-
（2017年度末の資⾦

残額は205億円）
資⾦不⾜額の⽔道料⾦

収⼊に対する割合 20.2% 17.6% -

財政収⽀⾒通しのまとめ

第４回-39



• パターンA,Bいずれの場合にも資⾦不⾜額が発⽣します。
• 資⾦不⾜額に対しては、損益勘定留保資⾦と企業債をどのような割合で

活⽤するかを考える必要があります。

３－（７）資⾦不⾜額の補てん⽅法について

資⾦不⾜額の補てん⽅法

企業債

その他収⼊

資⾦不⾜額

建設改良費

企業債償還⾦

（収⼊）（⽀出）
資本的収⽀

損益勘定
留保資⾦

資⾦不⾜額を企業債で
補てんする場合

・企業債の発⾏増額に伴う企
業債元利償還⾦（元⾦、利
息の返済額）の増加

将来の⽔道利⽤者の負担増加

資⾦不⾜額を
損益勘定留保資⾦で

補てんする場合

・損益勘定留保資⾦で
賄うべき資⾦不⾜額が増加

現在の⽔道利⽤者の負担増加

第４回-40



• 以降では、建設改良費に対する企業債の充当率を中⼼に検討してきます。
• これまで横浜市では企業債残⾼を縮減し、企業債に関する指標は⼤都市

平均を下回っています（スライド31ページ参照）。
• 現在低⾦利であることも踏まえ、企業債の充当率は現⾏の35％をベース

に、それよりも充当率を増やした40％、50％を追加した３通りで検討し
ていきます。※

３－（８）企業債の充当率について

前提条件 備考

更新事業費 ・パターンＡ
・パターンＢ

企業債の充当率
• 35％
• 40％
• 50％

現⾏の充当率は
35％程度

財政収⽀⾒通し作成の前提条件

※ その他の収⽀の前提条件はスライド33ページと同じ。 第４回-41





３－（９）企業債充当率ごとの40年後の指標（パターンA）

第４回-42

充当率 資⾦不⾜額
資⾦不⾜額の
⽔道料⾦収⼊
に対する割合

企業債
残⾼

指標※
元利償還⾦
対⽔道料⾦
収⼊⽐率

企業債残⾼
対⽔道料⾦
収⼊⽐率

１⼈当たり
企業債残⾼

35％ ▲4,656
億円 20.2％ 1,372

億円

21.7％
(▲2.4)

261.6％
(▲19.7)

42,250円
(▲7,197円)

40％ ▲4,565
億円 19.8％ 1,568

億円

24.8％
(＋0.7)

299.0％
(＋17.7)

48,285円
(▲1,162円)

50％ ▲4,384
億円 19.1％ 1,960

億円

30.9％
(＋6.8)

373.7％
(＋92.4)

60,346円
(＋10,899円)

2016年度
⼤都市平均 ー ー 24.1％ 281.3％ 49,447円

※ 下段括弧︓2016年度の⼤都市平均との⽐較

20％程度

⼤都市平均未満

ほぼ⼤都市平均と同程度

⼤都市平均以上
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３－（10）企業債充当率ごとの指標の推移（パターンA）

第４回-43

元利償還⾦対⽔道料⾦収⼊⽐率企業債残⾼
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３－（11）企業債充当率ごとの40年後の指標（パターンB）

第４回-44

充当率 資⾦不⾜額
資⾦不⾜額の
⽔道料⾦収⼊
に対する割合

企業債
残⾼

指標※
元利償還⾦
対⽔道料⾦
収⼊⽐率

企業債残⾼
対⽔道料⾦
収⼊⽐率

１⼈当たり
企業債残⾼

35％ ▲4,042
億円 17.6% 1,293

億円

20.4％
(▲3.7)

246.6％
(▲34.7)

39,826円
(▲9,621円)

40％ ▲3,957
億円 17.2％ 1,478

億円

23.3％
(▲0.8)

281.8％
(＋0.5)

45,513円
(▲3,934円)

50％ ▲3,787
億円 16.5％ 1,847

億円

29.2％
(＋5.1)

352.3％
(＋71.0)

56,883円
(＋7,436円)

2016年度
⼤都市平均 ー ー 24.1％ 281.3％ 49,447円

※ 下段括弧︓2016年度の⼤都市平均との⽐較

⼤都市平均未満

ほぼ⼤都市平均と同程度

⼤都市平均以上
17％程度
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３－（12）企業債充当率ごとの指標の推移（パターンB）

第４回-45

企業債残⾼対⽔道料⾦収⼊⽐率 1⼈当たり企業債残⾼
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３－（13）更新事業費の⽔準と企業債活⽤の考え⽅（まとめ）

今後の発⾏予定

【2016年度から2019年度】
中期経営計画の計画額を基準に企業
債を発⾏予定（現⾏充当率35％）
【2020年度以降】
建設改良費に対して⼀定の割合で
企業債を発⾏予定

公的資⾦を中⼼に、⺠間資⾦（銀⾏
など）も活⽤し、状況によって柔軟
な借り⼊れを⾏います。

発⾏額の管理

• 企業債の発⾏が、将来の⽔道利⽤者
の過度な負担増加や、財政の硬直化
につながらないよう、指標を参考に
しながら、最⼤限、企業債の活⽤を
図りたいと考えています。

【元利償還⾦・企業債残⾼の
⽔道料⾦収⼊に対する割合】

⼤都市平均を上回らないようにする
と、企業債充当率は40％程度

• 世代間の負担の公平を図るため、建設改良費に対して⼀定の割合で企業
債を発⾏していく予定です。

第４回-46


